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１．はじめに 

 

現在、航空機起源のCO2排出量は運輸部門におけるそ

れの約13%を占めており、自動車に次いで2番目に大きい1)。

今後も航空輸送の成長が予想され2)3)、輸送量増加に伴う

CO2排出量増加がさらに進む可能性があることから、航空

機からのCO2排出量を予測し、その削減方法を検討するこ

とは環境負荷低減の観点から有意義である。 

これまで、特に米国や欧州では、航空機による燃料消費

量・各排出物排出量の算出および予測に関する研究が実

施されてきた。各研究における燃料消費量や排出量の算

出方法に大差はなく、およそ図1に示すスキームの通りであ

る。各航空便について、発着地や飛行時間等航空機の運

航データ、航空機種情報を航空時刻表やレーダー追跡デ

ータ等から取得する。その各機種について、単位時間あた

りの燃費・排出データを排出量データベースから取得する

ことにより、各フライトの燃料消費量や排出物排出量が算出

される。これを世界の全フライトについて積算することで、

全世界における燃料消費量や排出物排出量が算出される。 

米航空宇宙局（NASA）による研究の先駆けの１つである

Landau et al.
4)は、1990年におけるジェット航空機による燃料

消費量およびNOx・CO・HCの各排出量の算出に加え、超

音速旅客機の就航を想定した2015年におけるそれらの排

出量予測を実施した。この研究を基礎として、Baughcum et 

al.
5)は1992年の、Sutkus et al.

6)は1999年の、それぞれ世界

の定期民間航空便を対象とした燃料消費量や各排出物排

出量の算出を行っている。また、過去や将来予測に関する

研究としては、2020年を対象として予測を行ったSutkus et 

al.
7)、過去に遡って1976年と1982年における燃料消費量・排

出物排出量の予測を行ったBaughcum et al.
8)がある。 

NASA以外においても、FAA
1)による2000～2004年を対

象とした分析、欧州民間航空協議会・ANCAT/EC2
9)による

1991/92年と 2015年を対象とした分析、欧州委員会

AERO2Kプロジェクト10)による2002年と2025年を対象とした

分析などが行われた。国内では三菱総合研究所11)が空港

における排出物排出量に着目し、成田・羽田・関西・伊

丹の国内主要4空港における排出量の実態を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上述の研究の多くはNOxやCOを分析対象とし、CO2を直

接分析対象とした研究は尐ない。しかし、各研究では燃料

消費量が計算されていることから、この値に排出係数（EI: 

Emission Index、3.155kg/燃料kg）を乗ずることによってCO2

排出量を求めることが可能である1)9)。 

より長期的な将来予測として、Olsthoorn
12)は2050年を対

象としたCO2排出量の変化を、GDPと燃料価格の推移から

予測した。予測に用いたGDPの将来成長シナリオの違いに

より、1980年におけるCO2排出量を100とした場合の2050年

におけるそれの予測値は600から1300まで大きく変化する

可能性が指摘されている。またVedantham et al.
13)は、2100

年における航空からのCO2排出量は1990年比でおよそ8倍

になると予測した。しかしここでも、分析に用いるシナリオに

よって結果が大きく左右されることが述べられている。 

本稿ではこれら既往研究に基づき、はじめに全世界に

おける定期民間航空機からの2005年のCO2排出量の現況

分析を行う。次に2050年までを対象として、全世界の国内

線および国際線の航空需要予測を行うとともに、それに基

づいて予測した将来のCO2排出量を示す。既往研究に対し

て、個々の国別リンクや航空需要・CO2排出量の地理的分

布を考慮している点が特徴的である。 

図1．燃料消費量・排出量算出のスキーム 
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２．2005年におけるCO2排出量の算出 

 

2005年の民間定期航空によるCO2排出量を算出する。全

世界の民間定期航空便を掲載した2005年版OAG時刻表14)

に含まれる旅客・貨物フライト全便を対象とし、機種、運航

時間、発着地の各フライトデータを抽出した。 

図2に示すとおり、各フライトの運航モードを、降下・アイド

ル・離陸・上昇の4モードからなる高度3,000フィート未満の

離着陸サイクルと、それ以上の高度における巡航モードに

分割する。離陸滑走以外の地上滞在は全て『アイドル』に含

まれる。各モードの所要時間はICAOが定める値（降下240

秒、アイドル1560秒、離陸45秒、上昇132秒）とし、時刻表上

の所要時間から離着陸サイクル所要時間を減算したものを

巡航時間とした。フライト時間が離着陸サイクルの総和32.8

分に満たないものは32.8分に切り上げ、巡航時間は0分とし

た。 これらの値は元々ジェット機を対象としたものであり、

プロペラ機等においては値が異なる可能性がある。しかし

本稿においては、これらの値を一律にすべての航空便に

適用した。またフライトの遅延は考慮していない。 

OAG収録の2005年に運航された210機種の燃料消費量

は、各機種に搭載されているエンジンの単位時間当たり燃

料流量データから算出する。ここで、機種によっては複数

のエンジン種を採用しているものも存在するが、これらにつ

いては航空会社に関係なく、各機種において最も採用数の

多いエンジン種をその機種の代表エンジンとした。エンジ

ン別・離着陸時の4運航モード別の1秒当たり燃料流量が記

載されているデータベース15）-17)に基づき、この値に搭載エ

ンジン数を乗じたものを各機種の燃料流量とした。また巡航

時の燃料流量はEurocontrol
18)を用いたが、このデータベー

スに収録されているエンジン種は本分析におけるそれより

も尐ない。そのため、まずEurocontrolに収録されている各

エンジンについて、巡航時の燃料流量をその他の3データ

ベースに記載の離陸時の燃料流量と比較したところ、巡航

時の燃料流量は離着陸時のそれの平均約36%であった。

このことから、巡航時の燃料流量は離陸時のそれの36%で

あると仮定した。また、燃料流量は外気温や気圧、湿度など

の影響を受ける可能性があるが、ここでは考慮していない。

以上述べた各フライトの燃料流量に基づくCO2排出量の算

出モデルは式(1)の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2. 航空機運航モードの概念図 

  )( , pmm WTFQ                    (1) 

Q: CO2排出量 (g) 

T: 運航時間 (h) 

W: 燃料流量 (燃料g/h・機) 

m: 運航モード 

p: 航空機種 

F: CO2排出係数（3.155 （CO2 g/燃料g）） 

 

以上より、2005年における全世界の民間定期航空CO2排

出量は630.3Tgと算出された。この値を既往研究における算

出値と比較すると、ほぼ同等な結果が得られている。 

 

３．2050年までを対象とした将来CO2排出量予測 

 

次いで、CO2排出量の将来予測のために、始めに全世界

の国内線および国際線における旅客・貨物需要予測を

別々に行い、続いてその結果に基づきCO2排出量予測を

行う。基本的なCO2排出量算出手法は2005年現況算出に用

いたものと同一であるが、次の点が異なる。第一に需要予

測では国内線と国際線を別々に扱っている点、第二に需要

予測は国単位で実施している点である。 

OAG時刻表に収録の、2005年の民間定期便就航国・地

域数は223であるが、後に述べる人口・GDPデータベース

にデータがなかったことから、クリスマス島・ココス諸島・ノー

フォーク島はオーストラリアに、マヨットはコモロに統合した。

このため予測に用いられたのは合計219ヶ国・地域である。

旅客便は全219ヶ国に、貨物搭載可能な旅客便と貨物専用

便は214ヶ国に就航している。これ以降、貨物を対象とした

将来予測においては旅客機による貨物輸送を含むものと

する。民間定期便が就航していない国の大半は、空港設置

に十分な国土を有していないか政治的情勢から定期便が

就航できていない国であり、将来の定期便就航の可能性も

低いか不確実であると考えられることから、将来においても

定期便就航国は不変とした。 

将来需要予測には各国の人口、GDPの予測データ、各

国間の大圏距離を説明変数とする重力モデルを用いた。

2050年までの人口予測データはUNPD
19)（台湾のみ

USCB
20））、2005年のGDPデータはUNSD

21)を用いた。また

2050年までのGDPは、各国の1990-2005年のGDP成長率が

将来も持続すると仮定して算出した。各国間の大圏距離の

算出には各国の位置座標が必要であるが、ここでは各国に

おける国際線旅客数が最多の空港の位置座標をその座標

とした。多くの国では首都が該当するが、米国はニューヨー

ク、カナダはトロント、ドイツはフランクフルトなど、首都と一

致しない場合も存在する。各航空機種の定員および最大貨

物積載量はOAG時刻表に記載のとおりとした上で、旅客搭

乗率と貨物積載率の双方とも70%と仮定した。 
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以下の需要予測は、2010年から2050年まで5年間隔、計9

ケースについて行った。需要予測結果は2050年について

のみ示し、CO2排出量推定結果は全9ケースについて示す。 

 

(1) 国内線需要予測 

分析に用いる219ヶ国中、国内線が就航しているのは旅

客便が150ヶ国、貨物便が110ヶ国である。本稿では、国内

線就航国は将来に渡って不変であるとする。 

国内線需要予測は、式(2)に示すモデルに基づいて行う。

まず2005年における人口・GDP・距離データを用いてパラ

メータ推定を行い、次いでそのパラメータを用いて将来需

要予測を行う。ここで平均フライト距離とは、各国国内線に

おける総旅客キロ・総貨物トンキロを総旅客数・総貨物トン

数で除したものである。また、米国のみ国内線需要が突出

しており他国とは異なる需要傾向を示すため、定数項につ

いては米国以外と米国の2つの場合を分けるダミーとした上

で、米国と他国で同一のモデルが使用できるよう配慮した。 

2005年におけるデータをこの式に適用して推定されたパ

ラメータと、算出された2050年国内線輸送量は表1および表

2の通りである。人口、GDP、距離の各パラメータはいずれ

も有意水準5%で有意であった。旅客と貨物の双方におい

て、このモデルは90%以上の説明力を有している。2050年

における国内線需要予測においては、2005年からの45年

間で約1.6～2.7倍の伸びが示された。 

])ln()ln(exp[ 4321   DGPQ yyy (2) 

 Qy: 対象年yの旅客数（人）・貨物輸送量（t） 

 Py: 各国の対象年yの総人口（人） 

 Gy: 各国の対象年yのGDP（USD/人） 

 D: 平均フライト距離（km） 

 y: 対象年 

 α1～α4: パラメータ 

 

表1. 国内線需要予測におけるパラメータ推定結果 

パラメータ 旅客 (t値) 貨物 (t値) 

人口 .636* 9.187 .624* 5.460 

GDP .691* 8.219 .497* 4.032 

距離 .002* 3.928 .002* 3.434 

定数（米国以外） -3.376* -2.520 -5.725* -2.586 

定数（米国） -2.254  -1.016 -4.668  -1.447 

R2 .987  - .962  - 

観測数 150   110   

*: 有意水準5%で有意 

 

表2. 2050年国内線需要予測結果 

予測対象 2005年 2050年 率 

旅客 (10億人) 1.4 3.5 247.5% 

旅客 (1兆人km） 1.4 3.8 270.3% 

貨物 (100万t) 37.3 61.5 165.0% 

貨物 (10億t-km) 50.0 96.9 193.7% 

(2) 国際線需要予測 

国際線需要予測の手順を図3に示す。先に述べたとおり、

国際線の分析は各航空路線を国対国のリンクに置換して実

施する。 2005年においては、組み合わせ可能な

219x218=47,742通りの国際線リンク（往復を別リンクとして扱

う）のうち、旅客ネットワークとして4,684リンク、貨物ネットワ

ークとして4,070リンクが存在している。ここで、OAG時刻表

から直接求められる旅客・貨物輸送量は全て各国間の断面

輸送量であり、正確な各国間OD交通量を示すものではな

いことに注意しなければならない。図4に示すとおり、国XY

間の断面交通量には国XY間のOD交通量の他に、第3国

から、あるいは第3国へのOD交通量も含まれている可能性

がある。さらに図中の破線で示すように、それら第3国を発

着するODが国XY間リンクを経由しなくても成立する場合、

これら第3国を発着し国XY間リンクを経由するODはその全

てではなく一部である可能性もある。以上から、国際線の将

来需要予測にあたっては各国の社会経済属性や距離デー

タから各国間のOD交通量を求め、さらにそれを踏まえて各

国間断面交通量を推定することが必要である。本稿では国

際線将来需要予測にあたり、まず任意の2国間に国際線リ

ンクが張られる可能性を推定して、予測対象年における旅

客と貨物の国際線ネットワークを構築する。次に各国間の

OD交通量を予測し、ダイヤル法22)23)を用いて各リンクに配

分する。ダイヤル法はある2点間の交通があるネットワーク

内の任意のリンクを経由する確率を計算するものである。こ

うして求められた各リンク断面交通量を全ての各国間ODペ

アについて積算し、各国間断面交通量を算出する。なお、

2005年時点で存在するリンクは将来にわたって存在するも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 国際線需要予測の手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4. 国XY間断面交通量の概念 
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任意の2国間にリンクが張られる可能性は式(3)に示すロ

ジットモデルによって算出する。そしてモデルにより判定さ

れた2005年におけるリンクの有無と同年の実際のリンクの

有無が一致しているリンク数を全リンク数で除した値をリンク

の再現率とし、その再現率の最も高いLijの値を、将来予測

においてリンクの張られる確率の閾値とする。説明変数に

は各国の人口とGDPの予測値、および各国間の距離を用

いた。ここで定数項は、総人口が突出して多い中国とインド

の影響を明示的に考慮するため、2国の人口合計が10億人

未満およびそれ以上を分けるダミーとした。なお、2005年に

はリンクが存在しない2国間における将来のリンク出現を考

慮していることから、2国間距離はOAGに記載された運航

距離ではなく各国の位置座標から球面三角法を使用して算

出した。 

パラメータ推定結果を表3に示す。このパラメータを用い

て2005年航空ネットワークを再現した結果、旅客・貨物とも

にLij=0.50の場合に再現率が最高であり、その値は旅客で

90.2%、貨物で92.8%であった。よって将来の各国の社会経

済属性予測データを用いてLijが0.50以上となるリンク、およ

び2005年時点で存在するリンクにより予測対象年における

国際線旅客・貨物ネットワークを構築した。2050年における

リンク数は旅客8,356、貨物7,754である。 

 

1)exp(

)exp(




V

V
Lij          (3) 

4321 )ln()ln(   ijjiji DGGPPV  

 Lij: 国ij間にリンクが張られる確率 

 Pi: 国iの人口（人） 

Gi: 国iのGDP（USD/人） 

 Dij: 2国ij間距離（km） 

β1～β4: パラメータ 

 

表3. 国際線リンク予測におけるパラメータ推定結果 

パラメータ 旅客 (t値) 貨物 (t値) 

人口 .734* 37.582 .797* 44.241 

GDP .608* 38.120 .680* 38.979 

距離 -.590e-03* -60.682 -.509e-03* -61.401 

定数(10億人以下) -17.367* -42.728 -19.709* -52.262 

定数(10億人超) -17.883* -37.530 -20.313* -46.703 

初期尤度 33,092.233  31,595.035  

最終尤度  8,890.972   8,353.029  

観測数 4,684   4,070   

*: 有意水準5%で有意 

 

続いて断面交通量予測を行う。国XY間の断面交通量は、

任意の2国間のOD交通量にそのOD交通量が国XY間リン

クを通過する確率を掛けたものを、全ての2国間ODについ

て積算したものである。この確率はダイヤル法を用いて算

出した。その際、シータの値は100とした。また各フライトの

所要時間(h)は、2005年実績に基づきフライト距離から算出

し、さらに搭乗手続き・乗換抵抗として各フライトの所要時間

に2時間を加算した。ダイヤル法を用いた各リンク断面交通

量算出モデルは式(4)の通りである。このモデルでは2国の

人口、GDP、距離から2国間OD交通量とOD別リンク交通量

を算出し、それを全2国間ODについて行うことによって各リ

ンクの合計交通量が算出される形式となっている。このモ

デルおよび2005年実績断面交通量を用いて推定されたパ

ラメータと、推定されたパラメータを使用して算出された

2050年国際線旅客・貨物輸送量を表4および表5に示す。

2050年における国際線輸送量は、旅客数および貨物トン数

ベースで2005年と比べて約11倍、人キロ・トンキロベースで

2005年と比べて約16-17倍であった。旅客におけるモデル

の説明力が60%を超えた一方、貨物におけるそれは39%と

低いものであった。旅客機には貨物搭載スペースも存在し、

旅客と同時に貨物の輸送も担っているが、Oster et al.
24)は、

旅客機の運航は旅客流動に最適化されていて、貨物流動

を十分に反映していないことを述べている。このことから、

旅客と貨物の双方に対して同一のモデルを適用することは、

貨物輸送の予測に対して説明力低下の一つの要因になっ

ているものと考えられる。また説明力が比較的低かった別

の要因として、空港の厳密な位置を考慮せず1国1ノードと

して計算を行ったことが考えられる。この結果、例えば欧米

路線では過尐に、日米路線では過大に予測がなされてい

る可能性がある。 

 

 
BA

BABAABijij GGPPCQ
,

21 )()(

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 Qij: 国ij間リンクの断面交通量 

 CABij: 国AB間の交通が国ij間リンクを通る確率 

 PA,PB: 国A,Bの人口（人） 

GA,GB: 国A,BのGDP（USD/人） 

DAB: 国A,B間の航空路距離（km） 

γ1～γ4: パラメータ 

 

表4. 国際線需要予測におけるパラメータ推定結果 

パラメータ 旅客 (t値) 貨物 (t値) 

人口 .793* 76.318 .816* 22.933 

GDP .760* 49.180 .841* 17.067 

距離 -.294e-03* -57.469 -.773e-04* -6.447 

定数(10億人以下) .323e-12* 2.295 .234e-15  0.713 

定数(10億人超) .208e-12* 2.286 .249e-15  0.709 

R2 .613  - .390  - 

観測数 4,684   4,070   

*: 有意水準5%で有意 

 



表5. 2050年国際線需要予測結果 

予測対象 2005年 2050年 率 

旅客 (100万人) 803.5 8942.5 1112.9% 

旅客 (1兆人km) 2.2 36.1 1608.6% 

貨物 (100万t) 42.5 466.0 1095.9% 

貨物 (10億t-km) 175.0 3048.3 1741.7% 

 

(3) CO2排出量予測 

将来のCO2排出量予測には、以下の4ステップを用いる。

まず各国の国内線および各国際線リンクに対し代表機種を

割り当てる。次に、先に算出した需要予測値およびその代

表機種の旅客定員に基づき、各国内線および国際線リンク

における航空便数を算出する。さらに、旅客便で運送でき

る貨物容量より予測された貨物輸送量が大きかった場合、

そのリンクに対し貨物専用便を補完的に設定する。以上の

プロセスにより、各リンクに割り当てられた機種および便数

に基づき、CO2排出量を算出する。 

はじめに各リンクにおける代表機種を選択する。通常、

各航空路における航空便は複数の機種で運航されており、

その機種選択は航続距離や輸送量などに依存する。しかし

ここでは計算の簡略化のため、将来にわたって使用される

航空機種を7機種選出し、そのうちのいずれかの機種が各

リンクにおいて代表機種として使用されると仮定した。選出

された7機種はA380-800、B777-300ER、A340-300、A321-

100、B737-700、ERJ-170およびB747-400Fである25)-27)。これ

らのうち貨物専用機であるB747-400F以外は旅客および貨

物の双方を輸送することが可能である。これらの機種の選

出基準はキャパシティおよび航続距離が互いに異なってい

ること、一般的に使用されている機種であること、比較的新

しい機種であり現在も生産が続いていることである。各リン

クにおける代表機種の選択にあたっては、各リンクの平均

フライト距離から機種を推定し、そのリンクにおける代表機

種とした。 

次に、選出された各リンクの代表機種の定員に旅客平均

搭乗率の0.7を乗じ、1便あたり輸送力を算出する。この値で

各リンクの予測旅客輸送量を除することにより、各リンクに

おける予測便数が計算される。生じた端数は切り上げる。 

これまでは旅客について注目したが、各リンクには貨物

輸送も存在する。まず先に指定した各代表機種の最大貨物

積載量に積載率0.7を乗じ、1便あたりの貨物輸送力を求め

る。この量に先ほどの予測便数を乗じたものが各リンクにお

ける予測貨物輸送力であり、この値が各リンクの予測貨物

需要を上回っていれば、貨物は全て旅客とともに輸送でき

るものとみなす。一方輸送力が輸送量を下回っている場合

には、上記予測便数のみでは輸送できない貨物が発生す

ることになる。この場合、輸送力を超過した貨物を輸送でき

る分だけ貨物専用便を設定する。貨物専用便は全てB747-

400Fが用いられるものとし、その貨物積載率は最大積載量

の0.7倍であるとして貨物専用便の便数予測を行った。 

最後のステップとして、これまでに予測してきた各リンク

における機種および便数から、式(1)(4)を用いて将来の

CO2排出量を算出する。ここで、将来の燃費改善を考慮し

なければならない。Balashov et al.
28)は、2010年までの航空

燃費の改善率は年間2.5%であると予測し、Greene
29)も、同じ

期間における改善率は年間1.3%であると述べている。本稿

では、2050年までの全ての年にわたってGreeneによる燃費

改善率を適用した。最終的に求められた2050年までのCO2

排出量予測値を、既往研究による値とともに図5に示す。

2050年における全世界の航空からのCO2排出総量予測値

は3944.2Tgであった。この値は2005年からの45年間で6.3

倍の伸びに相当する。特に国内線が1.5倍であったのに対

し国際線は8.9倍であり、全体に占める国際線の割合も2005

年における65%から2050年の92%に増加している。2025年

までの予測値については、本稿における算出結果は既往

研究におけるそれより若干低く、2015年においてANCAT
9)

より20%、2025年においてAERO2k
10)より8%、それぞれ小さ

い値となった。この理由として、将来の使用機種を新鋭の7

機種に限定したことや、2国間の最短の大圏距離をフライト

距離として用いたことなどが考えられる。また、先述のとおり

実際には旅客便の運航は貨物輸送には必ずしも最適化さ

れていない一方で、本分析では旅客機で最大限貨物輸送

が行われていると仮定しており、実際より輸送効率を過大評

価している可能性があることもその理由であると考えられる。 

以上の予測は45年もの長期を対象にしたものであり、か

つ将来の人口とGDPが別々に予測されていることから、こ

の予測における不確実性は比較的大きいものと考えられる。

そこで将来の人口とGDPの予測値の変化によるCO2排出量

予測値の変化を確認するため、感度分析を行った。将来の

人口予測値を10%増減させた結果、CO2排出量の予測値は

2030年において約14%、2050年において約16%、それぞ

れ増減した。また、GDPを10%増減させた場合のCO2排出

量予測値の増減幅は、人口におけるそれとほぼ同等であ

った。このことから、将来予測に用いる人口やGDPのシナリ

オの違いにより、CO2排出量の将来予測値に大きな差が生

じる可能性が示されたと言える。 

 

図5. CO2排出量の将来予測値 



４．CO2排出量の地理的考察 

 

2005年におけるCO2排出量の現状と2050年における排

出量予測値の地理的分布をそれぞれ図6、図7に示す。こ

れらの図は、算出されたCO2排出量を緯度1度・経度1度の

グリッドごとに配分したものである。2005年では、航空から

のCO2排出量は北米、ヨーロッパ、東および東南アジアに

集中している。また大西洋横断航空路およびユーラシア大

陸横断航空路における排出量も多い。その一方で中南米

やアフリカ、オセアニアなどではCO2排出量は比較的尐な

い。これらの地域では航空による旅客・貨物輸送量が尐な

いことから、航空機の使用も希薄であることが推察される。 

2050年におけるCO2排出量分布は、2005年におけるそ

れとは大きく異なる。まず、図7で示したように2050年におけ

るCO2排出量は2005年と比較して大幅に伸びている。全体

としてCO2排出量が多い地域が著しく増加し、排出量が

100,000kg/日を超えるようなグリッドも2005年の2,778グリッド

から12,446グリッドへと約4.5倍となった。これら排出量が特

に多い地域はこれまでの北米やヨーロッパ等にとどまらず、

アジアやアフリカにも集中している。将来における航空需

要の伸びやそれに伴うCO2排出量の増加が、特定の地域

に限られたものではなく全世界的な傾向として広まる可能

性があることが示唆される。 

図8には、2005年から2050年までのグリッドごとのCO2排

出量の変化を示す。欧米のみならずアジアやアフリカなど

における排出量の増加が顕著であり、2005年から2050年ま

での間に中国で28倍、インドで14倍、ナイジェリアで11倍の

伸びであった。一方日本と米国は2.7倍であった。特にアフ

リカでは、急激な人口の増加と途上国における経済水準の

向上により、将来大幅に航空需要が増加すると予測されて

いる。また、これまでは距離が長く国際便が就航していなか

った2国間においても、人口増加やGDP上昇とともに航空

路で結ばれると予測されるケースがみられる。例えばアジ

アと南米とを結ぶ航空路がそれに該当する。これらの路線

では、技術向上とともに航続距離のより長い航空機が生産

されることにより、2国間を直接飛行する航空便が実現する

ものと考えられる。 

アジアにおけるCO2排出量増加の主要因の1つが、中国

とインドにおける急速な経済成長である。この2国では将来

にわたって大幅な経済成長が見込まれているほか、人口に

ついても中国で1億人が、インドでは5億人が今後45年間で

増加するものと予測されている。この2国を含め、人口の多

いアジア国家における経済成長がさらなる旅客・貨物需要

をもたらし、結果としてCO2排出量を増加させる大きな要因

になるものと考えられる。 

以上の点から、次のことが指摘できる。第一に、年間

1.3%の燃費向上を考慮しても、2050年までに6倍ものCO2

排出量増加が予測される。人口増加も今後数十年にわたっ

て継続すると予測されている19,20)ことから、例えば高速鉄道

など航空機に対抗しうる交通機関の導入など、CO2排出量

を抑制する強い方策が不可欠である。第二に、特に途上国

において将来のCO2排出量増加が顕著である。これらの

国々では燃費効率の悪い古い機材を現在でも使用してい

るケースが多いと考えられることから、より効率的な新しい

機材への更新が排出量抑制に効果的であると考えられる。

また、将来の輸送量増加に対応し、平均搭乗率や貨物積載

率を向上させ輸送効率を改善することも必要である。 

 

 

 

図6. 2005年におけるCO2排出量分布 

 

 

 

図7. 2050年におけるCO2排出量分布 

 

 

 

図8. 2005年から2050年までのCO2排出量変化 



５．おわりに 

 

本稿では、2005年における航空によるCO2排出量を算出

するとともに、2050年までの将来における航空需要予測、

およびその結果に基づくCO2排出量の予測を行った。その

結果、航空からのCO2排出量は2005年で630.3Tg、2050年

で3944.2Tgであると予測された。地理的分析においては、

特にアジアやアフリカにおける将来のCO2排出量の著しい

伸びが示唆された。 

今回の分析では、旅客と貨物に同一のモデルを適用し

ているが、貨物におけるパラメータの妥当性が旅客におけ

るそれと比して小さいものであった。前述のとおり、航空機

の運用は旅客流動に最適化されていることが多く、貨物流

動を十分に反映していない可能性が考えられることから、

特に貨物輸送についてより妥当性の高いモデルの導入の

検討が必要である。また、将来の人口やGDPの異なる予測

シナリオを排出量予測に用いることによって、異なる排出量

予測結果が示される可能性がある。特に、GDP成長率に関

して今後45年間にわたって過去の伸び率と同一であるとい

う仮定は、将来の経済構造・成長の変化等を考慮に入れて

見直さなければならない。さらに、今後は新技術の導入等

によって航空機の経済性は向上し、CO2排出量原単位は削

減されることが期待されている。技術向上に伴う燃費改善等

についても予測に含めることが、より正確なCO2排出量の将

来予測には不可欠である。また、本研究で示したモデルの

妥当性検証のために、過去の航空時刻表等に示された需

要と本モデルによる予測需要との照合が有効であると考え

られる。 
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定期民間航空によるCO2排出の現状と将来予測に関する基礎的研究* 

鈴木崇正**・室町泰徳*** 

本研究では、航空機からのCO2排出量削減研究に資する基礎的分析として、2005年における定期民間航空機からの

CO2排出量の算出を行うとともに、2050年までを対象とした将来のCO2排出量の予測を行った。分析の結果、2050年ま

での45年間でCO2排出量がおよそ6.3倍になることが示された。CO2排出量の地理的分布の考察では、現在ではヨーロ

ッパや北米における排出の集中が確認されたが、将来にわたっては特にアジアやアフリカなどにおける急速な航空需

要の高まりに伴うCO2排出量の著しい増加が示唆された。 

Preliminary Analysis on Current and Future CO2 Emissions from Scheduled Civil Aviation* 

By Takamasa SUZUKI**・Yasunori MUROMACHI*** 

We first calculate the total CO2 emission from scheduled civil aviation in 2005 and then the future forecast of CO2 

emission for every five years towards 2050 is conducted. The estimation of future traffic is followed by the calculation of the 

future CO2 emission. The estimated total CO2 emission in 2005 and 2050 is 630.3 Tg and 3944.2 Tg respectively. The 

distribution of CO2 emission is discussed from the geographical perspective. The current CO2 emission is concentrated in 

North America, Europe, and Asia; however, a significant increase in CO2 emission is expected in Asia and Africa. 
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